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各都道府県介護保険主管部（局）御中 

 

厚生労働省老健局老人保健課  

 

 

令和２年４月からの要介護認定制度の改正案について 

 

 

 介護保険行政の推進につきましては、平素より御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和元年 12 月 27 日社会保障審議会介護

保険部会）を踏まえ、令和２年４月から、市町村が指定市町村事務受託法人に認定調

査を委託したとき、当該法人は、認定調査を介護支援専門員に行わせる必要があると

する取扱いを改正することなどを予定しています。 

 今後、４月までに、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）や関係通知

の改正を行う予定ですが、都道府県及び市町村（広域連合等を含む。以下同じ。）にお

ける準備期間を考慮し、下記のとおりお知らせします。なお、下記の内容は、今後の

検討により変更が生じ得ることを申し添えます。 

 ついては、本件事務連絡について、管内の市町村に周知をお願いします。 

 

 

記 

 

 

１ 改正内容 

  介護保険法第 24 条の２第２項に定める「介護支援専門員その他厚生労働省令で

定める者」について、当該定める者として、介護保険法施行規則に、新たに「保健、

医療又は福祉に関する専門的知識を有する者」を規定する。 

  具体的には、認定調査員研修を修了した者であって、以下の①又は②のいずれか

に該当することを要件とする。 

 ① 介護保険法施行規則第 113 条の２第一号又は第二号に規定される者であっ

て、介護に係る実務の経験が５年以上である者 

 ② 認定調査に従事した経験が１年以上である者 

 

２ 留意事項 

  本改正後も、指定市町村事務受託法人における認定調査は介護支援専門員が行う

ことを基本とし、上記の要件に該当する者による認定調査を補完的に可能とするも

のであることに留意されたい。 

  また、公平・公正かつ適切な認定調査を行う上では、認定調査員として任用した

後も認定調査を含めた要介護認定制度への理解を深めていくことが重要である。市

町村の中には、認定調査を直接雇用の職員のみが実施する体制の構築のほか、経験

年数が長い職員による認定調査への同行やグループワーク等による研修、定期的な



  

ミーティング、認定調査員向けのｅ－ラーニングの受講等により、公平・公正かつ

適切な認定調査を実施するために必要な知識、技能の向上を図っている場合がある。 

  こうした事例を参考に、認定調査を指定市町村事務受託法人に委託するに当たっ

ての条件を検討するなど認定調査の質の確保について留意されたい。 
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